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１．はじめに 

（１）背景 
爆発的噴火に伴って弾道を描いて飛散する「大きな噴石」は、周辺に直ちに

被害を及ぼすため、その到達範囲を速やかに把握することが防災上重要である。 
また、霧島山（新燃岳）の噴火では、風下の広い地域で、多量の火山灰に加

え、風の影響を受ける「小さな噴石」が落下し被害が生じた。このような現象

についても即時的な情報提供が求められている。 
噴火現象は複雑であり、時間とともに様相が変化することから、噴火現象を

地震マグニチュードのような単一の指標で即時的に評価することは困難である。

しかし、噴火現象を即時的に把握して火山の噴火規模を迅速に定量的に評価す

ることが可能になれば、その後の防災対応に有効である。 

 
（２）目的と検討事項 
噴火開始後の早い段階で「大きな噴石」、「小さな噴石」の予測を行うこと等、

噴火現象の即時的な把握のために、気象庁の火山監視業務での活用（既存の技

術で対応可能な改善を含む）を念頭に、大学や気象庁以外の機関の研究成果等

も踏まえて、以下の検討を行った。 
１） 弾道を描いて飛散する大きな噴石の到達距離の予測手法 
２） 風の影響を受ける小さな噴石の落下範囲の予測手法 
３） 噴火規模を表す指標についての検討 

なお、３）項について、噴火規模に関係する物理量としては様々なものが考

えられるが、本検討会では「噴煙の高さ」及び「火山灰総放出量」を指標とし

て取り上げた。「噴煙の高さ」は量的降灰予測や小さな噴石の落下範囲の予測に

おいて必要であり、「火山灰総放出量」の把握は噴火活動の定量的な把握に有効

であり、特に桜島では爆発的噴火以外でも火山灰を連続的に噴出する現象があ

ることから重要である。 

  
２．弾道を描いて飛散する大きな噴石（大きな噴石）の到達距離の予測手法 

（１）予測手法 
大きな噴石の最大到達距離は、噴石の最大射出速度の 2 乗（ ௠ܸ௔௫

ଶ ）に比例し、

௠ܸ௔௫
ଶ は爆発の初期圧力にほぼ比例する。また、初期圧力は距離の－1 乗で減衰し

ながら伝搬し、空振として観測されるとする。これらに基づき、桜島昭和火口

の爆発的な噴火について、観測された空振振幅から大きな噴石の最大到達距離

を予測する手法を検討した。 
○最大射出速度と最大到達距離の関係 
カメラ映像に基づいて射出速度が射出角に依存することを検証し、最大射出
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速度（火口直上方向への射出速度） ௠ܸ௔௫と最大到達距離ܦ௠の関係を示した。 
○ ௠ܸ௔௫

ଶ と空振振幅の関係 
観測された ௠ܸ௔௫

ଶ と空振振幅の関係式を求めた。その際、代表的な距離（5km）

で期待される空振振幅 ௡ܲを複数の観測点の空振振幅から求めた。 
○桜島昭和火口の予測式 
以上の手順により桜島昭和火口の爆発的噴火について調査し、距離 5km の空

振振幅 ௡ܲ (Pa)から最大到達距離ܦ௠ (m)を予測する関係が得られた。 

 
௠ܦ 	ൎ 44	 ௡ܲ 

 

（ただし、昭和火口の爆発の 208 事例のうち２例は、実際の到達距離がこの予測式の距離

を明らかに上回っていた。） 

 
（２）過去の噴火事例への適用 
上記の予測式が、他の爆発的噴火事例についてどの程度有効であるのかを調

べるため、桜島南岳、新燃岳、浅間山、阿蘇山、十勝岳の事例を用いた。 
過去の事例では、空振計による観測はないが、アネロイド型自記気圧計の気

圧変化が記録されている場合がある。桜島において空振計との並行観測を行う

ことでアネロイド型自記気圧計の記録の有効性を確認し、このような過去事例

も活用した。 
これらから、桜島昭和火口で求められた予測式は、他の噴火事例でもܦ௠が

1500m を超える場合には概ね有効であることを確認した。 

 
（３）課題 
桜島昭和火口の爆発をもとに予測式を求めたが、桜島南岳の山頂噴火や桜島

以外の火山の過去の爆発（浅間山や新燃岳等）における空振と到達距離の関係

の分布も、この最大到達距離の予測範囲内におさまることがわかった（図１）。 
しかし予測に用いている式はあくまでも経験式であるため、本来は火山毎に

作成されるべきものである。ただし、桜島以外の火山では予測式を求めるため

のデータの蓄積がないため、当面は本検討で求められた予測式を適用すること

になる。新たな観測事例が得られた場合、速やかにパラメータを修正し、火山

毎に精緻な予測式を作成していくことが重要である。 
空振振幅に対し到達距離は 4～4.5km 程度で頭打ちとなる傾向がみられる。過

去の浅間山の爆発では到達距離に比べ空振振幅が大きく観測されている事例が

ある。ある程度以上の規模の爆発では噴石を射出するメカニズムが異なってい

たり、噴石の射出角が直上方向に近い角度に限られていたりすることも考えら
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れ、検討が必要である。 
また、本予測手法によって、落下する大きな噴石との時間的な猶予がどのく

らいあるかを検討することも重要である。 

 

 
図 1 火口から 5km の位置に規格化した空振振幅 Pn=5km と、大きな噴石の最大到達距離 Dm 

の関係。最大到達距離の上限ラインは、火口から 5km の距離に規格化した空振振幅（Pa）

に 44 を乗じた距離（m）にほぼ等しい。 

 
３．風の影響を受ける小さな噴石（小さな噴石）の落下範囲の予測手法 

（１）予測手法と検討事項 
大きさ数 10 mm の小さな噴石（火山礫）の大気中での運動は、空気抵抗を無

視できず終端速度で落下することから、移流拡散モデルにより予測を行う。移

流拡散モデルは、降灰予報等で運用実績のある気象庁領域移流拡散モデル

（JMA-RATM）を使用し、落下する火山灰の量と火山礫の径を同時に予測する

こととした。 
 RATM を用いて火山礫の落下範囲を予測するにあたり、落下速度に影響する 
 火山礫の密度 ߩ୮୫ 

 火山礫の形状 ܨ 
の設定を検討した。モデル検証では、火山礫の観測値が最大長径によることか

ら、仮定した形状を介して粒径から長径を求めることで観測との比較を行った1。 
                                                  
1 本報告書では、一つの火山灰・礫に対してその慣性主軸の径をܽ, ܾ, ܿ（ܽ ൐ ܾ ൐ 	ܿ）と表す
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その結果、落下範囲はおおむね予想できるが、形状に比べて密度の違いの方

が同一粒径の予測範囲に与える影響が相対的に大きいこと、観測値をもとに形

状および密度を設定しても見逃しが生じる事例があることが分かった（図２）。 
また風の場の違いによる、噴煙の高さと火山礫の到達距離の関係を予め把握

するため、700 hPa 面（海抜約 3000 m）の風速と RATM による予測結果の統

計を取り、小さな噴石の最大到達距離チャートを試作した（図３）。統計期間が

短いため、1 ヶ年以上の観測と予測データ双方の蓄積を待って精度を高める必要

がある。 

 
（３）課題 
予測精度をさらに改善するためには、RATM の初期値に用いる噴煙柱モデル

において風の影響を考慮することが必要であり、今後の主な課題である。想定

する火山礫の密度や形状については、桜島での試験運用などを通して検証を進

める必要がある。また、防災情報として利用するためには、一般的に観測され

る値に合わせて最大長径による分布表現の検討が必要である。 

 
４．噴煙の高さの推定手法の検討 

（１）噴煙の高さを即時的に把握する必要性 
以下のような理由から噴煙の高さを即時的に把握する必要があり、空振、地

震、傾斜データを用いた噴煙の高さの推定手法を検討した。 
○噴火規模と関係する指標として、噴煙の高さを即時的に把握することは

重要。 
○風の影響を受ける小さな噴石の到達範囲を予測するためには、噴石が最

も遠くまで到達する場合の落下開始地点となる、噴煙の頂部の高さを知

ることが必要。 
○天候等に依存する監視カメラやレーダーにはよらない噴煙の高さの推定

手法が必要。 

 
（２）推定手法と適用 
空振、地震、傾斜データを処理し、噴煙の高さとの相関が最も高くなるよう

なべき乗関係を仮定して、適切なパラメータを求めることで、噴煙の高さと時

間的推移を推定する手法を提案した。 
具体的には、新燃岳 2011 年 1 月 26～27 日の連続的に噴煙をあげる噴火（連

続噴火）について、気象レーダーで観測された噴煙の高さを参照することで、

次のようなべき乗関係のパラメータを推定した。 
空振データ：空振積分波形の自乗平均平方根（RMS）とのべき乗関係。 
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ずつ放出する噴

量のモニタ

これまで

されている

（図６）。 
連続的な噴

ことで噴出

わせて用い

出量をモニ

連続的な噴火

噴火に対する

リングにも

に１ヶ月程

。対象期間

火について

量の推定に

ることで、

タリングす

火の噴煙の高

る火山灰総噴

も適用可能

程度の期間

間を短くし

ては、本検

にある程度

噴火形態

することが

さによる推定

噴出量の推定に

能と考

間の火

した推

検討会

度目処

態や噴

が可能

 
定に加

につい
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６．検討結果の活用と今後の課題 

（１）検討結果の活用 

今回の検討結果は、次のように気象庁の火山監視業務への活用が期待される。 

・大きな噴石の到達距離の予測手法 

天候不良時に噴石の到達場所が目視等で確認できない場合の到達範囲

の推定や防災機関等に注意喚起する爆発的噴火の判定基準、噴火警戒レベ

ルの判定基準への反映。 

・小さな噴石の落下範囲の予測手法 

降灰予報の高度化に向けた提言に基づき、平成 26 年度末から運用開始

を予定している量的降灰予報において、噴火前から提供する情報や噴火直

後の速報への小さな噴石の降下範囲の情報を提供。 

・噴煙の高さの推定手法 

天候不良時に目視や気象レーダー、気象衛星等で噴煙の高さが観測でき

ない場合の噴煙の高さの推定。噴煙の高さの情報は量的降灰予測や小さな

噴石の落下範囲の予測にも不可欠な情報である。 

・火山灰総放出量のモニタリング 

噴火活動が活発な火山において、噴火時に即時的に火山灰総放出量に関

する情報や量的降灰予測技術と組み合わせた降灰量の情報の提供。 

 

（２）今後の課題 

大きな噴石の予測手法、小さな噴石の予測手法、噴煙の高さの推定手法及び

火山灰総放出量のモニタリングのそれぞれに残された課題があり、手法をさら

に高度化する検討を進める必要がある。 

このほか、火砕流など重大な被害を及ぼす噴火現象の発生の即時的検知や規

模推定などの重要な課題もあるが、これらは技術的解決されていない、また火

山学的に検討を要する事柄もあることから将来的な課題とする。 
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